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公布 条例

◇ 特定地域 振興 促進 県税 課税免除及 不均一課税 関 条例 一部

改正 条例（税務課）………………………………………………………………………………

◇特定地域 振興 促進 県税 課税免除及 不均一課税 関 条例 一部 改正 条例

条例 題名 、特定地域等 振興 促進 県税 課税 特例 関 条例 改 。

県内全域 製造業、 業等 事業 用 供 建物又 敷地 土地 取得 、

不動産取得税 不均一課税 対象 加 。（第 条 関係）

他所要 規定 整備 行 。

施行期日等

（ ） 条例 、平成 年 月 日 施行 。

（ ） 鳥取県工場設置促進条例 、廃止 。

（ ） 所要 経過措置 講 。

特定地域 振興 促進 県税 課税免除及 不均一課税 関 条例 一部 改正 条例

公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

特定地域 振興 促進 県税 課税免除及 不均一課税 関 条例 一部 改正 条例

特定地域 振興 促進 県税 課税免除及 不均一課税 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号）

一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中項 表示 下線 引 項（以下「削除項」 。） 削 、同表 改正後 欄中

条及 号 表示 下線 引 条及 号（以下「追加条等」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（削除項 除 。以下「改正部分」 。） 対応 同表 改

正後 欄中下線 引 部分（追加条等 除 。以下「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該改

された のあらまし
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改 正 後 改 正 前

特定地域等 振興 促進 県税 課税

特例 関 条例

（目的）

第 条 条例 、低開発地域工業開発促進法（昭和

年法律第 号。以下「低工法」 。）、新産業

都市建設促進法（昭和 年法律第 号。以下「新産

法」 。）、農村地域工業等導入促進法（昭和 年

法律第 号。以下「農工法」 。）、地方拠点都

市地域 整備及 産業業務施設 再配置 促進 関

法律（平成 年法律第 号。以下「地方拠点法」

。）、輸入 促進及 対内投資事業 円滑化 関

臨時措置法（平成 年法律第 号。以下「輸入促進

法」 。）、中心市街地 市街地 整備改善

及 商業等 活性化 一体的推進 関 法律（平成

年法律第 号。以下「中心市街地法」 。）及

過疎地域自立促進特別措置法（平成 年法律第 号。

以下「過疎法」 。） 定 目的 達成並

本県 企業立地 促進 資 、地方税法

（昭和 年法律第 号）第 条 規定 県税

課税免除及 不均一課税 必要 事項 定

。

特定地域 振興 促進 県税 課税免除

及 不均一課税 関 条例

（目的）

第 条 条例 、低開発地域工業開発促進法（昭和

年法律第 号。以下「低工法」 。）、新産業

都市建設促進法（昭和 年法律第 号。以下「新産

法」 。）、農村地域工業等導入促進法（昭和 年

法律第 号。以下「農工法」 。）、地方拠点都

市地域 整備及 産業業務施設 再配置 促進 関

法律（平成 年法律第 号。以下「地方拠点法」

。）、輸入 促進及 対内投資事業 円滑化 関

臨時措置法（平成 年法律第 号。以下「輸入促進

法」 。）、中心市街地 市街地 整備改善

及 商業等 活性化 一体的推進 関 法律（平成

年法律第 号。以下「中心市街地法」 。）及

過疎地域自立促進特別措置法（平成 年法律第 号。

以下「過疎法」 。） 定 目的 達成 資

、地方税法（昭和 年法律第 号）第 条

規定 県税 課税免除及 不均一課税 必

要 事項 定 。

（中心市街地 不動産取得税 不均一課税）

第 条 中心市街地法第 条第 項 規定 基本計画

係 同条第 項 規定 公表 日（ 日 平成

年 月 日前 限 。以下 条

「公表日」 。） 起算 年内 、中心

市街地 市街地 整備改善及 商業等 活性化

一体的推進 関 法律第 条 地方税 不均一課

税 伴 措置 適用 場合等 定 省令（平成

年自治省令第 号）第 条第 項 規定 商業基

盤施設（以下「商業基盤施設」 。） 設置

者 対 、当該商業基盤施設 用 供 家屋

（当該商業基盤施設 用 供 部分 限 、

事務所、宿舎又 宿泊施設、遊技施設、飲食店、喫茶

店若 物品販売施設 利用 対価

若 負担 支払 金額 定 施設

係 除 。）又 敷地 土地 取得

（公表日以後 取得 限 、 、土地 取得

、 取得 日 翌日 起算 年以内 当

該土地 敷地 当該家屋 建設 着手 場

合 当該土地 取得 限 。） 対 課

不動産取得税 税率 、県税条例第 条 規定

、 分 。

（中心市街地 不動産取得税 不均一課税）

第 条 中心市街地法第 条第 項 規定 基本計画

係 同条第 項 規定 公表 日（ 日 平成

年 月 日前 限 。以下 条

「公表日」 。） 起算 年内 、中心

市街地 市街地 整備改善及 商業等 活性化

一体的推進 関 法律第 条 地方税 不均一課

税 伴 措置 適用 場合等 定 省令（平成

年自治省令第 号）第 条第 項 規定 商業基

盤施設（以下「商業基盤施設」 。） 設置

者 対 、当該商業基盤施設 用 供 家屋

（当該商業基盤施設 用 供 部分 限 、

事務所、宿舎又 宿泊施設、遊技施設、飲食店、喫茶

店若 物品販売施設 利用 対価

若 負担 支払 金額 定 施設

係 除 。）又 敷地 土地 取得

（公表日以後 取得 限 、 、土地 取得

、 取得 日 翌日 起算 年以内 当

該土地 敷地 当該家屋 建設 着手 場

合 当該土地 取得 限 。） 対 課

不動産取得税 税率 、県税条例第 条 規定

、 分 。
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（企業立地 促進 不動産取得税 不均一課税）

第 条 対象事業 用 供 一 設備（ 製

造又 発電 係 設備 含 。） 、租税特別措置法

施行令（昭和 年政令第 号）第 条 第 項 定

規模（租税特別措置法（昭和 年法律第 号）第

条第 項 表 第 号 第 欄 掲 地区

事業 用 供 設備 係 限 。）

（以下 条 「対象設備」 。）

新設 、又 増設 者 対 、対象設備 係

対象事業 用 供 家屋又 敷地 土地

取得（第 条 前条 規定 適用 受 取得

除 、 、土地 取得 、 取得 日

翌日 起算 年以内 当該土地 敷地

当該家屋 建設 着手 場合 当該土地

取得 限 。） 対 課 不動産取得税 税率

、県税条例第 条 規定 、 分

。

前項 対象事業 、次 掲 業種 属 事業

他地域経済 活性化 特 寄与 知

事 別 定 基準 該当 事業 。

（ ） 製造業

（ ） 業

（ ） 業

（ ） 機械設計業

（ ） 自然科学研究所

（不均一課税 適用 申請）

第 条 第 条 第 条 規定 不均一

課税 適用 受 者 、次 各号 掲

不均一課税 区分 応 、当該各号 定 日

日以内 、不均一課税適用申請書 知事 提出

。

（ ）～（ ） 略

（ ） 第 条 規定 不均一課税 家屋又

敷地 土地 事業 用 供

日

前項 不均一課税適用申請書 、次 掲 事項

記載 。

（ ） 略

（ ） 第 条 規定 設備（以下 項

「対象設備」 。） 係 工場用 建物若

第 条 第 条 規定 家屋（以下

項 「対象家屋」 。）又 敷

地 土地（以下 項 「対象土地」

。） 所在地

（ ）～（ ） 略

略

（不均一課税 適用 申請）

第 条 第 条 第 条 規定 不均一課税

適用 受 者 、次 各号 掲 不均

一課税 区分 応 、当該各号 定 日 日以

内 、不均一課税適用申請書 知事 提出

。

（ ）～（ ） 略

前項 不均一課税適用申請書 、次 掲 事項

記載 。

（ ） 略

（ ） 第 条 規定 設備（以下 項

「対象設備」 。） 係 工場用 建物若

第 条 第 条 規定 家屋（以下

項 「対象家屋」 。）又 敷地

土地（以下 項 「対象土地」 。）

所在地

（ ）～（ ） 略

略

（虚偽 届出者等 対 措置） （虚偽 届出者等 対 措置）
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第 条 正当 理由 、第 条第 項若 第

項 届出若 前条第 項 申請 、若

虚偽 記載 他不正 行為 届出若

申請 者又 正当 理由 第 条第 項

若 前条第 項 調査 拒 、若 妨 者

対 、第 条 第 条 課税免除又 第

条 第 条 不均一課税 規定 、適用

。

（特例措置 競合 場合 規定 適用等）

第 条 略

第 条 正当 理由 、第 条第 項若 第

項 届出若 前条第 項 申請 、若

虚偽 記載 他不正 行為 届出若

申請 者又 正当 理由 第 条第 項

若 前条第 項 調査 拒 、若 妨 者

対 、第 条 第 条 課税免除又 第

条 第 条 不均一課税 規定 、適用

。

（特例措置 競合 場合 規定 適用等）

第 条 略

第 条又 第 条 規定 、課税免除又 不均

一課税 適用 受 者 、鳥取県工場設置

促進条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 規定 、適

用 。
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附 則

（施行期日）

条例 、平成 年 月 日 施行 。

（鳥取県工場設置促進条例 廃止）

鳥取県工場設置促進条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 、廃止 。

（経過措置）

改正後 特定地域等 振興 促進 県税 課税 特例 関 条例第 条 規定 、 条例

施行 日（以下「施行日」 。）以後 取得 同条第 項 規定 対象設備 係 対象事業 用

供 家屋又 敷地 土地 取得 対 課 不動産取得税 適用 。

施行日前 取得 附則第 項 規定 廃止前 鳥取県工場設置促進条例第 条第 号 規定 対

象設備 係 工場用 建物又 敷地 土地 、同条例 規定 、 効力 有 。

１ ４ １

２ ４

３ ８ ２

１

４ ２ ３ １

この は から する

の

は する

の の を するための の の に する の の は この

の の という に される に する に る の

に する はその である の に して すべき について する

に された の による の に する

に る の はその である については の は なおその を する
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